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●【前文】について
「「自由は土佐の山間より」････」以下の文言は、この手の条例制定では前例踏襲型が多い中で、自由民権記念館も所管する高知市の
条例としての特徴を示した点で評価できる。

●【（特定歴史公文書等の利用請求及びその取扱い）】について
公開（利用促進）は、保管とともに重要なプロセスであるが、公文書館設置等の構想がないためであろうが、利用請求の請求先が条例で
はよく分からない。現状では文書法制課が集約して行う形だろうか。公文書館を設置しないにしても「現用書庫の一部を歴史公文書書庫
にする」といった他県の事例も参考に、より市民に開かれた公文書の管理・公開の在り方も検討していってほしい。
※香川県立公文書館の職員の意見として「一つの提案としては、役所の一部を公文書館にしてはどうかなと。つまり、現用書庫の一部を
歴史公文書書庫にしてはどうかと。そうすれば新たなハコモノをつくらなくても公文書館の設置が可能かと考えております。実際に沖縄県
の北谷町の公文書館はそういうふうになっています。入ったところのすぐ右側に公文書館があります。1番人通りの多いところですね。か
つ庁舎内にありますから、職員の利用も多うございます。別置きされた非現用の利用もあるとそういう風に聞いております」（『シンポジウ
ム高知県の学校資料を考える記録集』9頁）と提起している。

●職員研修・人材育成について
評価選別のプロセスが明確化され、担当職員の作業負担や求められるスキルは現状より上がる。職員研修は条例に規定されているが、
国立公文書館の「公文書管理研修」及び「アーカイブズ研修」などの高度な外部研修も受けられる仕組みをつくり、アーカイブズの知識を
持つ専門職員の採用にも、長期的な人材育成やコスト減も見込んで取り組んでほしい。

●総論
市町村単位では、中核都市である高知市の公文書管理は県内の自治体の模範となる。県とも連携した積極的な取り組みで、県内の公文
書管理のレベルアップが図れるよう期待する。
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●第13条第１項第３号に「原本を利用に供することにより当該原本の破損若しくはその汚損を生ずるおそれがある場合又は市長が当該
原本を現に使用している場合」は利用させられないとする規定は、保存状態や使用状態を鑑みて写しを作成し、利用に供せられるように
すべきである。
とりわけ前者の場合、特定歴史公文書等が利用により破損するような状態であれば、補修する措置がとれるように第７条（保存）に規定
すべきと考える。

●第２条に定義される「実施機関」には出先機関も含まれるか。例えば、教育委員会であれば市立学校や公民館の文書など。含まれて
いなければ、対象として施行細則等で明記すべきである。なお、市立学校は「高知市教育委員会文書管理規程」とは異なる規程で文書管
理が行われているため、特定歴史公文書等を規程に位置づける必要がある。
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●第７条保存に関して、管理が行き届き、市職員と市民が閲覧しやすい公文書館の設置が必要と考えるが、すぐに難しければ十分なス
ペースが確保され、保存と閲覧に必要な設備が備わった施設での管理は必須である。

●第40条研修について、公文書等の管理に関して必要な知識及び技能を習得、向上させるために必要な研修を行うことを規定している
ことは評価される。ただし、市職員の一般的な異動ルーティンとは異なる中長期的に公文書管理に関与する市職員の配置や採用、さらに
は公文書管理の認証アーキビストを採用して管理していくことが望ましい。

●高知医療センターや県市図書館のように、県立公文書館とも連携して公文書管理行政を推進していってもらいたい。
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以下、4点について、条例制定後の運用に関わる部分でコメントを差し上げます。どうぞ、よろしくお願いします。

（1）高知市公文書館の整備について
「高知市公文書館」の整備を期待します。公文書管理条例をもつ基礎自治体には公文書館施設を整備せずに条例を運用しているケースが少なくあ
りません。公文書館を新築する必要はありません。他の庁舎機能との複合施設による整備や遊休公共施設等のリノベーションによる施設整備で十
分です。適切な保存環境を整備し、利活用可能な場となる公文書館の整備を期待します。

（2）「アーキビスト」の配置について
現用文書管理のみならず、特定歴史公文書等の利用促進の業務も専門的知識を必要としますので、専門職を配置すべきです。
国立公文書館アーカイブズ研修Ⅲを受講し、認証アーキビストを取得した市職員により公文書管理制度が運用されることを期待します。外部から専
任専門職を採用することは難しいと考えます。例えば、庁内には大学で日本史学（日本近現代史専攻者が望ましい）を修め、高知市の行政情報を保
存活用することに関心のある職員はいるはずです。庁内公募によりそうした人材を確保し、認証アーキビストを取得させて業務に従事する体制をご
検討ください。庁内公募で人材を獲得し、認証アーキビストをもつ複数の職員を創出することで、定期的人事異動をせざるを得ない組織内でも専門的
業務の維持を図ることが可能になると推測します。

（3）公文書管理委員会の運用について
公文書の廃棄移管については『高知市における公文書管理の在り方に関する答申（素案）』のなかで「公文書管理委員会に諮問し，専門的な第三者
機関の関与により適切に歴史公文書を選別する仕組みとする必要がある」と提言されていますが、廃棄移管に関わる判断にあたって過度に公文書
管理委員会に依存しない体制を作るべきです。委員全員が公文書を自ら作成、管理してきた経験を有しているのであれば問題ないのですが、委員
の過半は公務非経験者が就任することの方が一般的です。公務非経験者に廃棄や移管の文書リストを提示し検討を願っても判断に迷うケースもあ
ります。補完的に意見を求めることは必要ですが、先ずは「市」として専門職であるアーキビストを配置し、組織自らが主体的に判断できる体制を作ら
れることを期待します。また、中四国の県立文書館や市文書館（三豊市、尼崎市など）には公文書管理制度に熟知し、認証アーキビストとして専門業
務に従事している専門職が勤務していますので、そういった人材に公文書管理委員会に入ってもらうことで、市の公文書管理制度の充実が図られる
ものと思われます。

（4）行政刊行物の収集保存について
特定歴史公文書等の利用促進に関わることとして、オリジナルの文書ではなく、行政刊行物の提供によって利用者の課題解決に繋がる場合もあると
考えます。特定歴史公文書等の補完的資料として、市役所内で作成、公表されている刊行物、印刷物等を全庁的に収集する体制作りもご検討くださ
い。行政刊行物は図書館においても収集提供されていると思いますので、図書館の資料収集業務と連携または役割分担することになりますが、積
極的な収集保存活用を期待します。
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●第5条「文書の作成」に追加 作成義務があるにも関わらず公文書が作成されていない場合、速やかに作成しなければならない。また、
保存年限が満了する前に公文書を廃棄した場合、復元しなければならない。

●第9条「移管又は廃棄」 公文書を廃棄する場合、あらかじめ高知市公文書管理委員会に諮問し、廃棄する公文書の目録を住民に公表
し、住民の意見を聞いてから廃棄すること。

●その他 住民に対する公文書に係る説明責任を果たし、地域の歴史遺産としての公文書を残すため、公文書館の開設を求めます。費
用面で厳しいことは承知しており、活用されていない公的施設の活用なども検討を。また住民および公務員にレファレンスが行えるよう
アーキビストなど専門職員を配置すること。


